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旺文社 教育情報センター 26 年 7 月 

 

法科大学院は､旧司法試験の“点による選抜”から“プロセスによる養成”といった司法

制度改革の基本理念の下、法曹養成の中核的な教育機関として 16 年度に創設された。 

一方、「司法試験予備試験」(予備試験)は旧司法試験の廃止に伴い、経済的事情などで法

科大学院に進めない者にも法曹資格の道を開くために 23 年から実施されている。 

法科大学院の入試状況をみると、司法試験の合格率の低迷や弁護士の就職難などから低

調傾向にあり、26 年度の入学定員、志願者数、受験者数、入学者数はいずれも過去最低を

更新。これに対し、予備試験の出願者数は 1万 2,622 人で、初めて法科大学院を上回った。 

ここでは、“募集停止”が急増している法科大学院入試や予備試験などについてまとめた。 

 

 

 

＜法科大学院の入試状況＞ 

○ 入学定員 

◆ 入学定員の削減 

法科大学院の入学定員は、創設時の 16 年度(法科大学院募集校数 68 校)が 5,590 人で、

17 年度～19 年度(募集校数：17 年度～22 年度 74 校)の 5,825 人を最多に、20 年度 5,795

人、21 年度 5,765 人と創設から 5 年間は 5,000 人台後半で推移していた。 

しかし、中教審の法科大学院特別委員会(以下、法科特別委)の『法科大学院教育の質の

向上のための改善方策について』(21 年 4 月。以下、『21 年改善方策』)の提言を受け、22

年度以降は多くの法科大学院で入学定員(募集人員)の削減等が図られた。 

その結果、入学定員は 22 年度に 4,909 人と 5,000 人を割り、23 年度には募集停止１校(募

集校数 73 校)もあって 4,571 人、24 年度(同)は 4,484 人、25 年度には廃止 1 校、募集停

止 4 校(募集校数 69 校)などで 4,261 人になった。さらに 26 年度は募集停止 2 校(募集校数

67 校)と定員削減が相俟って、入学定員は 3,809 人と 4,000 人台を割り込み、ピーク時(17

年度～19 年度：5,825 人)の約 65％まで減員された。(図 1参照) 

なお、26 年度の入学定員｢100 人以上｣の法科大学院は国立 2 校､私立 6 校。私立は 25

年度｢100人以上｣の 8校のうち､3校が削減(130人→ 100人／100人→ 40人、70人)した。 

 今月の視点－91  
 

法曹への道、 

法科大学院 VS. 予備試験組 ! 
 
 

26 年「予備試験」 出願者１万 2,622 人で、 

初の法科大学院超え ! 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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◆ 募集停止、統廃合 

法科大学院の入学定員の適正化や組織の見直し等については、前述のように中教審の改

善提言等を踏まえ、22 年度からこれまでに全ての法科大学院で入学定員の削減等が実施さ

れてきた。そうした中で 26 年度までに、次の 7 校が募集停止や統廃合を実施している。 

なお、急増している 27 年度からの募集停止については、後述する。 

１．23 年度から募集停止(1 校) 

① 姫路獨協大 

＊ 25 年 3 月 31 日付け(24 年度最終日)をもって、法科大学院を「廃止」。 

２．25 年度から募集停止(4 校) 

① 大宮法科大学院大 

＊ 桐蔭横浜大と「統合」(統合作業：24 年 4 月～28 年 3 月を目途)、「桐蔭法科大

学院」として運営。 

② 明治学院大 ／ ③ 駿河台大 ／ ④ 神戸学院大 

３．26 年度から募集停止（2 校) 

① 東北学院大 ／ ② 大阪学院大 

○ 志願者数 

法科大学院の志願者数(延べ数。以下、同)は、創設された 16 年度の 7 万 2,800 人を最

多に、17・18 年度は約 4 万人まで一気に激減した。 

19 年度は前年度より 12％ほど増加して約 4 万 5,000 人まで回復したが、その後は 20 年

度に 4 万人割れ、21 年度に 3 万人割れと大幅に減少。22・23 年度は 2 万人台前半を維持

したものの、24 年度は 2 万人割れ、25 年度は 1 万人台前半まで減少し、26 年度は 1 万

1,450 人と、創設時の“15.7％”まで激減した。(図 1参照) 

○ 志願倍率 

志願倍率(志願者数÷入学定員)は、入学定員の削減以上に志願者数が大幅に減少してい

るため、低下傾向が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院の入学定員・志願者数・志願倍率の推移
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　　　　18・19年度＝5,815人、20年度＝5,785人、21年度
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(図 1)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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志願倍率は 16 年度の 13.0 倍を最高に、17 年度～20 年度は 7 倍前後、21 年度～23 年

度は 5 倍前後であったが、24 年度は 4 倍台、25 年度は 3 倍台になり、26 年度は過去最低

の 3.0 倍で、16 年度(創設時)の 4 分の 1 以下まで低下している。(図 1参照) 

○ 受験者数 

受験者数(延べ数。以下、同)は、前記の志願者数とほぼ同様の動きで減少している。 

受験者数は創設当初の 16 年度の 4 万 810 人を最多に、17・18 年度は約 3 万人まで急激

に減少した。19・20 年度は若干増加して 3 万 1,000 人台であったが、21 年度～23 年度は

2 万人台で毎年度減少。24 年度は約 1 万 7,000 人、25 年度は約 1 万 2,000 人で、26 年度

はさらに減少して 1 万 267 人と創設時の 4 分の 1 程度まで減少している。(図 2参照) 

○ 合格者数 

合格者数(延べ数。以下、同)は、16 年度の 9,171 人から 18 年度の 1 万 6 人まで増加し、

その後は毎年度減少している。19 年度～21 年度は 9,000 人台､22・23 年度は 7,000 人台

で、24 年度は 6,500 人台、25 年度 5,600 人台に減少。26 年度はさらに減少し､ピーク時(18

年度)より 4,867 人(48.6％)少ない 5,139 人である。(図 2参照) 

○ 競争倍率 

競争倍率(受験者数÷合格者数)は、受験者数の減少に連動して、前述した志願倍率とほ

ぼ同様の傾向を示している。 

競争倍率は 16 年度の 4.45 倍を最高に、17 年度～20 年度は 3 倍前後、21 年度～23 年

度は 2 倍台後半に低下。23 年度はやや上昇したものの、24 年度 2.53 倍、25 年度 2.20 倍、

26 年度 2.00 倍で、3 年連続低下。16 年度の 2 分の 1 以下まで低下している。(図 2参照) 

◆ 競争性の確保 

中教審の法科特別委は『21 年改善方策』で、入学者の質保証に係る入学者選抜の競争性

の観点から、「相応の競争原理がはたらき、適正な入学者選抜が確保できる」と考えられる

競争倍率は“2 倍以上”が必要と指摘している。 

“競争倍率 2 倍未満”の法科大学院は、21 年度 42 校(74 校中)、22 年度 40 校(同)にの

ぼり、数年前は半数以上の法科大学院が競争的環境とは言い難い状況で入試を行っていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院の受験者数・合格者数・競争倍率の推移
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そうした中、各法科大学院は中教審の『21 年改善方策』提言を受けて定員削減を行った。

その結果、“競争倍率 2 倍未満”の法科大学院は、23 年度 19 校(73 校中)、24 年度 13 校(同)、

25 年度 7 校(69 校中)と改善されたが、26 年度は 23 校(67 校中)に激増。特に国立大は 25

年度 0 校から 5 校に急増した。なお、私立大は 25 年度 7 校から 18 校に増加。(表 1参照) 

○ 入学者数 

入学者数は、これまで最多の 18 年度(5,784 人：前年度より 240 人、4.3％増)以外、毎

年度減少している。 

入学者数の推移をみると、16 年度～19 年度まで、17 年度の約 5,500 人を除き 5,700 人

台、20 年度は約 5,400 人である。21・22 年度は 4,000 人台で、23 年度 3,620 人、24 年

度 3,150 人と、23・24 年度は 3,000 人台。25 年度は 2,698 人で 2,000 人台後半、26 年度

は 2,272 人で 18 年度ピーク時の 39.3％まで減少した。(図 3参照) 

◆「法学未修者」、「法学既修者」別の入学状況 

“多様な人材養成”を目指す「法学未修者コース」(3 年制。以下、未修者コース)の入学

者数の推移をみると、16 年度～18 年度まで増加し、19 年度以降は毎年度減少している。

未修者コースの入学者数は、18 年度の 3,605 人(全入学者数に占める割合 62.3％)をピーク

に、19・20 年度は 3,000 人台(同 60％強)、21・22 年度は 2,000 人台(同 50％台)である。

23 年度の未修者コースは 1,704 人(同 47.1％)となり、「法学既修者コース」(2 年制。以下、

既修者コース)の入学者数(1,916 人、占有率 52.9％)を創設以来、初めて下回った。 

24 年度は未修者コース 1,325 人(占有率 42.1％)、既修者コース 1,825 人(同 57.9％)／25

年度は未修者コース 1,081 人(同 40.1％)、既修者コース 1,617 人(同 59.9％) ／26 年度は未

修者コース 811 人(同 35.7％)、既修者コース 1,461 人(同 64.3％)で、未修者コースの入学

者はピーク時の 22.5％まで減少している。(図 3参照) 

◆「社会人」の入学状況 

法科大学院入学者のうち､｢社会人」入学者数と､その割合状況の概観は次のとおりである。 

「社会人」入学者数は 16 年度の 2,792 人を最多に、18 年度～21 年度が 1,000 人台、22

年度に 1,000 人を割り、26 年度は 422 人で、16 年度の 15.1％まで激減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院「入学状況」の推移　未修者コース　VS.　既修者コース

1,081
(40.1)

1,704
(47.1)

2,199
(53.3)

2,823
(58.3)

3,331
(61.7)

3,544
(62.0)

3,605
(62.3)

3,481
(62.8)

3,417
(59.3)

1,325
(42.1)

811
（35.7）

1,461
(64.3）

1,617
(59.9)

1,916
(52.9)

1,923
(46.7)

2,021
(41.7)

2,066
(38.3)

2,169
(38.0)

2,179
(37.7)

2,063
(37.2)

2,350
(40.7)

1,825
(57.9)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

<5,767>
<5,544>

<5,784> <5,713>
<5,397>

<4,844>

<4,122>
<3,620>

(人)

既修者コース：入学者数

未修者コース：入学者数
入学者数（全体)

注．(　　)内の数字は、既修者コ－ス・未修者コース別入学者数のそれぞれの占める割合(％)。　　(文科省資料を基に作成）

<3,150>
<2,698>

<2,272>

(図 3) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/


  

                   - 5 -        Ⓒ2014 旺文社 教育情報センター 

○ 入学定員充足率 

法科大学院の入学定員充足率(入学者数÷入学定員×100)を全体の平均でみると、創設時

の 16 年度のみが 103.2％で定員を充たしているが、その後は 17 年度～20 年度 90％台、

21・22 年度 80％台、23・24 年度 70％台、25 年度 60％台、26 年度は 59.6％と 60％を割

り込み、16 年度を除き各年度とも“入学定員割れ”状態である。(図 4参照) 

法科大学院ごとに、最近の入学定員充足率をみてみる。 

まず、充足率 100％以上の法科大院は、21 年度 15 校(74 校中) → 22 年度 11 校(同) → 23

年度 15 校(73 校中) → 24 年度 10 校(同) → 25 年度 5 校(69 校中) → 26 年度 6 校(67 校中)

と、26 年度は 21 年度の 4 割までに減っている。26 年度の充足率 100％以上の 6 校は、千

葉大(充足率 110％)／首都大学東京(同 108％)／一橋大(同 104％)／筑波大(同 103％)／京都

大(同 101％)／大阪大(同 100％)で、国立 5 校、公立 1 校である。(表 1・図 5参照) 

次に、充足率 100％未満、つまり“入学定員割れ”の 法科大学院は、21 年度 59 校(募

集校数に占める割合 79.7％) → 22 年度 63 校(同 85.1％) → 23 年度 58 校(79.5％) → 24

年度 63 校(同 86.3％) → 25 年度 64 校(同 92.8％) → 26 年度 61 校(同 91.0％)と、25・26

年度は 9 割以上が“入学定員割れ”状態である。(表 1・図 5参照) 

また、 “充足率 50％未満”の校数は、21 年度 13 校(募集校数に占める割合 17.6％) → 22

年度 13 校(同 17.6％) → 23 年度 21 校(28.8％) → 24 年度 35 校(同 47.9％) → 25 年度 40

校(同 58.0％)  → 26 年度 44 校(同 65.7％)と、23 年度から急増している。(表 1・図 5参照) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法科大学院の入学定員・入学者数　＆　入学定員充足率の推移
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注．　「入学定員充足率」
　　　＝入学者数÷入学定員×100

入学定員充足率
　　　　(右目盛)

(人)

(図 4)

●法科大学院の入学定員充足状況の推移
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　　　未満
　③：充足率50％
　　　未満
　注．＜　　＞内の
　　数字は、各年度
　　の募集校数。
　
　　(文科省資料を
　　　基に作成)

＜67校＞
①

②

③

(図 5)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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26年度 25年度 24年度 26年度 25年度 24年度 26年度 25年度 24年度 26年度 25年度 24年度 26年度 25年度 24年度 26年度 25年度 24年度 26年度 25年度 24年度 25年 24年 23年

1 北海道大 80 80 80 204 342 439 173 286 371 78 93 110 43 63 72 2.22 3.08 3.37 0.54 0.79 0.90 33.3% 34.0% 30.0%

2 東北大 50 80 80 134 190 214 104 158 197 71 79 91 43 35 58 1.46 2.00 2.16 0.86 0.44 0.73 22.5% 22.0% 31.8%

3 筑波大 36 36 36 73 90 141 68 82 130 47 40 47 37 27 35 1.45 2.05 2.77 1.03 0.75 0.97 16.1% 14.3% 7.3%

4 千葉大 40 40 40 179 186 286 161 169 248 70 68 82 44 47 44 2.30 2.49 3.02 1.10 1.18 1.10 36.9% 31.8% 39.2%

5 東京大 240 240 240 638 800 919 590 739 886 237 240 240 223 232 229 2.49 3.08 3.69 0.93 0.97 0.95 55.2% 51.2% 50.5%
6 一橋大 85 85 85 356 514 593 264 402 473 92 91 91 88 87 88 2.87 4.42 5.20 1.04 1.02 1.04 54.5% 57.0% 57.7%
7 横浜国立大 40 40 40 73 119 136 69 105 128 37 52 60 19 29 42 1.86 2.02 2.13 0.48 0.73 1.05 15.1% 14.5% 13.5%

8 新潟大 20 20 35 14 28 30 12 24 25 6 12 14 1 5 5 2.00 2.00 1.79 0.05 0.25 0.14 18.9% 19.0% 10.4%

9 金沢大 25 25 25 29 67 109 23 58 88 11 26 40 8 20 23 2.09 2.23 2.20 0.32 0.80 0.92 17.9% 14.6% 23.4%

10 信州大 18 18 18 30 29 48 30 28 42 15 14 21 9 10 18 2.00 2.00 2.00 0.50 0.56 1.00 10.0% 7.4% 7.7%

11 静岡大 20 20 20 16 40 38 15 27 33 8 13 14 3 8 8 1.88 2.08 2.36 0.15 0.40 0.40 3.4% 14.9% 14.9%

12 名古屋大 70 70 70 216 214 366 179 163 314 77 80 83 61 63 68 2.32 2.04 3.78 0.87 0.90 0.97 33.3% 32.6% 31.6%

13 京都大 160 160 160 428 520 680 383 455 616 168 172 172 161 162 170 2.28 2.65 3.58 1.01 1.01 1.06 52.4% 54.3% 54.6%

14 大阪大 80 80 80 419 411 602 392 378 574 195 179 206 80 91 84 2.01 2.11 2.79 1.00 1.14 1.05 36.4% 41.8% 28.7%

15 神戸大 80 80 80 462 568 758 400 502 723 198 197 201 77 84 84 2.02 2.55 3.60 0.96 1.05 1.05 36.8% 45.8% 46.6%

16 島根大 20 20 20 12 11 16 12 9 15 5 4 8 3 2 3 2.40 2.25 1.88 0.15 0.10 0.15 16.7% 5.9% 8.7%
17 岡山大 45 45 45 76 101 146 63 90 128 33 44 53 17 25 36 1.91 2.05 2.42 0.38 0.56 0.80 24.3% 15.4% 31.5%

18 広島大 48 48 48 100 99 131 92 87 107 45 43 52 21 27 29 2.04 2.02 2.06 0.44 0.56 0.60 18.8% 20.9% 12.5%
19 香川大 20 20 20 12 22 34 12 22 34 6 11 17 3 6 6 2.00 2.00 2.00 0.15 0.30 0.30 18.5% 5.1% 4.5%
20 九州大 70 70 80 127 167 247 119 153 227 59 76 107 34 50 71 2.02 2.01 2.12 0.49 0.71 0.89 24.1% 26.2% 21.0%
21 熊本大 16 22 22 25 36 39 21 34 37 10 17 18 8 9 11 2.10 2.00 2.06 0.50 0.41 0.50 14.3% 12.2% 10.3%
22 鹿児島大 15 15 15 8 10 16 8 8 16 4 4 8 3 4 5 2.00 2.00 2.00 0.20 0.27 0.33 2.9% 10.8% 6.3%

23 琉球大 22 22 22 40 51 58 34 49 56 15 20 22 12 14 15 2.27 2.45 2.55 0.55 0.64 0.68 18.8% 16.7% 16.7%

24 首都大学東京 52 52 52 275 377 451 230 310 379 89 85 68 56 50 52 2.58 3.65 5.57 1.08 0.96 1.00 40.6% 39.6% 31.7%

25 大阪市立大 60 60 60 139 211 364 120 184 311 59 91 127 15 45 55 2.03 2.02 2.45 0.25 0.75 0.92 33.0% 17.6% 25.0%

26 北海学園大 25 25 25 16 26 40 14 25 39 6 12 18 3 8 15 2.33 2.08 2.17 0.12 0.32 0.60 10.7% 12.1% 27.0%

27 東北学院大 募　停 30 30 ― 16 15 ― 14 14 ― 7 7 ― 4 2 ― 2.00 2.00 ― 0.13 0.07 6.3% 9.3% 5.6%

28 白鷗大 16 20 20 8 13 20 8 12 18 7 9 9 4 6 5 1.14 1.33 2.00 0.25 0.30 0.25 10.0% 17.5% 2.5%

29 大宮法科大 募　停 募　停 50 ― ― 76 ― ― 74 ― ― 22 ― ― 11 ― ― 3.36 ― ― 0.22 3.1% 4.8% 6.4%

30 獨協大 18 30 30 16 35 28 15 35 26 9 14 13 6 9 9 1.67 2.50 2.00 0.33 0.30 0.30 6.3% 5.6% 11.5%

31 駿河台大 募　停 募　停 48 ― ― 41 ― ― 35 ― ― 11 ― ― 5 ― ― 3.18 ― ― 0.10 4.7% 7.6% 4.6%
32 青山学院大 35 50 50 59 98 117 54 76 86 28 36 26 12 19 11 1.93 2.11 3.31 0.34 0.38 0.22 17.5% 11.8% 9.4%
33 学習院大 50 50 50 151 217 212 124 188 188 62 94 109 24 25 45 2.00 2.00 1.72 0.48 0.50 0.90 11.1% 18.8% 22.5%

34 慶應義塾大 230 230 230 1,204 1,110 1,412 1,116 1,014 1,290 457 430 413 199 216 230 2.44 2.36 3.12 0.87 0.94 1.00 56.8% 53.6% 48.0%

35 國學院大 25 30 40 44 62 45 39 57 39 20 28 19 8 13 11 1.95 2.04 2.05 0.32 0.43 0.28 5.1% 5.1% 6.9%

36 駒澤大 36 36 36 59 23 65 57 22 58 28 11 26 8 7 9 2.04 2.00 2.23 0.22 0.19 0.25 7.9% 9.8% 2.5%

37 上智大 90 90 90 222 401 550 195 294 420 97 138 171 49 74 80 2.01 2.13 2.46 0.54 0.82 0.89 26.4% 20.8% 20.2%

38 成蹊大 45 45 45 65 104 143 54 86 122 27 43 61 15 31 30 2.00 2.00 2.00 0.33 0.69 0.67 13.2% 16.2% 12.1%
39 専修大 55 55 55 95 114 212 88 95 192 44 73 96 19 29 41 2.00 1.30 2.00 0.35 0.53 0.75 9.1% 11.4% 14.4%

40 創価大 30 35 35 107 95 121 97 87 110 39 35 37 25 23 28 2.49 2.49 2.97 0.83 0.66 0.80 25.0% 13.0% 14.0%

41 大東文化大 40 40 40 26 41 60 26 36 55 19 29 33 12 12 24 1.37 1.24 1.67 0.30 0.30 0.60 1.6% 7.7% 2.9%

42 中央大 270 270 270 1,127 1,273 1,646 1,122 1,182 1,517 777 591 635 238 202 247 1.44 2.00 2.39 0.88 0.75 0.91 40.0% 41.3% 38.2%

43 東海大 30 30 30 7 25 34 6 21 26 4 7 17 1 4 11 1.50 3.00 1.53 0.03 0.13 0.37 0.0% 9.8% 9.9%
44 東洋大 20 40 40 26 42 37 24 40 35 12 20 16 8 10 8 2.00 2.00 2.19 0.40 0.25 0.20 15.4% 10.8% 12.5%
45 日本大 60 80 80 88 128 169 82 110 142 53 54 71 27 29 34 1.55 2.04 2.00 0.45 0.36 0.43 6.0% 11.9% 6.5%

46 法政大 60 80 80 117 184 267 95 141 185 47 68 106 18 33 63 2.02 2.07 1.75 0.30 0.41 0.79 21.0% 10.5% 16.9%

47 明治大 170 170 170 633 856 988 471 754 852 235 377 392 50 137 131 2.00 2.00 2.17 0.29 0.81 0.77 18.4% 20.4% 24.0%

48 明治学院大 募　停 募　停 40 ― ― 59 ― ― 50 ― ― 24 ― ― 5 ― ― 2.08 ― ― 0.13 9.4% 4.7% 4.5%

49 立教大 50 65 65 152 239 266 128 189 253 76 94 126 30 33 50 1.68 2.12 2.01 0.60 0.51 0.77 14.9% 17.0% 13.8%

50 早稲田大 270 270 270 1,374 1,741 2,265 1,374 1,741 2,142 687 869 918 179 244 263 2.00 2.00 2.33 0.66 0.90 0.97 38.4% 32.8% 31.9%
51 神奈川大 25 25 35 10 22 29 10 20 28 7 10 14 2 6 8 1.43 2.00 2.00 0.08 0.24 0.23 14.0% 11.1% 6.6%

52 関東学院大 23 25 25 32 35 23 28 33 22 14 16 10 8 6 4 2.00 2.06 2.20 0.35 0.24 0.16 6.3% 15.4% 10.9%

53 桐蔭横浜大 30 50 50 24 58 75 23 56 74 17 28 34 9 15 20 1.35 2.00 2.18 0.30 0.30 0.40 6.8% 6.1% 6.9%

54 山梨学院大 20 30 35 41 31 36 41 31 36 22 14 22 11 8 12 1.86 2.21 1.64 0.55 0.27 0.34 21.7% 16.3% 15.6%
55 愛知大 30 30 30 52 49 68 49 45 61 23 20 30 11 11 8 2.13 2.25 2.03 0.37 0.37 0.27 42.9% 37.8% 22.2%
56 愛知学院大 20 25 25 9 13 12 7 12 9 5 12 8 2 8 6 1.40 1.00 1.13 0.10 0.32 0.24 7.7% 4.7% 2.4%
57 中京大 25 25 25 20 39 43 20 39 42 17 23 33 8 9 13 1.18 1.70 1.27 0.32 0.36 0.52 11.5% 19.5% 20.5%
58 南山大 30 40 40 30 77 169 28 58 119 14 29 64 6 14 32 2.00 2.00 1.86 0.20 0.35 0.80 21.2% 17.1% 26.3%

59 名城大 40 40 40 18 34 55 18 29 49 11 16 23 8 9 16 1.64 1.81 2.13 0.20 0.23 0.40 17.2% 11.1% 9.7%

60 京都産業大 18 32 32 48 36 72 47 33 67 18 16 25 7 9 12 2.61 2.06 2.68 0.39 0.28 0.38 3.9% 4.8% 3.2%

61 同志社大 120 120 120 365 386 543 317 337 484 158 168 242 47 40 54 2.01 2.01 2.00 0.39 0.33 0.45 22.1% 19.2% 23.5%

62 立命館大 100 130 130 405 309 444 314 270 403 166 135 221 42 57 87 1.89 2.00 1.82 0.42 0.44 0.67 16.5% 18.2% 15.3%

63 龍谷大 25 25 25 41 90 201 34 72 164 12 36 58 4 15 26 2.83 2.00 2.83 0.16 0.60 1.04 3.8% 4.5% 6.5%

64 大阪学院大 募　停 30 30 ― 7 21 ― 7 20 ― 3 7 ― 2 6 ― 2.33 2.86 ― 0.07 0.20 5.4% 5.6% 2.6%

65 関西大 40 100 100 177 168 266 144 147 242 72 73 117 27 28 40 2.00 2.01 2.07 0.68 0.28 0.40 14.1% 12.0% 16.7%

66 近畿大 30 40 40 45 65 43 38 54 33 19 27 16 6 16 6 2.00 2.00 2.06 0.20 0.40 0.15 4.9% 24.3% 13.8%

67 関西学院大 70 100 100 199 196 224 169 175 209 84 87 112 29 34 46 2.01 2.01 1.87 0.41 0.34 0.46 20.9% 14.5% 14.6%

68 甲南大 26 50 50 126 83 142 100 66 113 54 40 55 15 13 24 1.85 1.65 2.05 0.58 0.26 0.48 13.3% 13.5% 16.1%

69 神戸学院大 募　停 募　停 35 ― ― 9 ― ― 9 ― ― 4 ― ― 2 ― ― 2.25 ― ― 0.06 0.0% 3.1% 2.6%

70 広島修道大 30 30 30 21 30 49 19 27 43 9 13 21 5 9 15 2.11 2.08 2.05 0.17 0.30 0.50 11.1% 18.2% 14.3%

71 久留米大 15 30 30 15 19 38 13 18 37 6 9 18 2 3 6 2.17 2.00 2.06 0.13 0.10 0.20 4.8% 8.6% 7.7%

72 西南学院大 35 35 35 59 82 94 56 74 88 27 37 37 11 16 17 2.07 2.00 2.38 0.31 0.46 0.49 9.6% 19.4% 7.7%

73 福岡大 20 30 30 32 49 41 29 45 41 15 22 23 8 7 11 1.93 2.05 1.78 0.40 0.23 0.37 9.4% 16.1% 8.1%

3,809 4,261 4,484 11,450 13,924 18,446 10,267 12,389 16,519 5,139 5,624 6,522 2,272 2,698 3,150 2.00 2.20 2.53 0.60 0.63 0.70 25.8% 24.6% 23.5%合計（平均）

入学者数 競争倍率 入学定員充足率入学定員 志願者数 受験者数 合格者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●各法科大学院の入試状況　＆　司法試験合格率の推移
司法試験合格率

注．①　姫路獨協大は23・24年度「募集停止」、25年度「廃止｣のため、本表には掲載していない。　／　②　大宮法科大学院大・駿河台大・明治学院大・神戸学院大は
　　　　25年度から、東北学院大・大阪学院大は26年度からそれぞれ「募集停止」のため、算出できない箇所は「―」で表示。　／　③　志願者数・受験者数・合格者数は、
　　　　延べ数。／　④　「競争倍率」(受験者数÷合格者数)は、小数第3位を四捨五入。　／　⑤　「司法試験合格率」の平均は、法科大学院修了者における平均合格率。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(文科省資料を基に作成)

(表 1)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜ 「予備試験」 出願者の急増＞ 

○ 法科大学院を経由しない“例外的ルート” 

司法試験の受験資格が得られる「司法試験予備試験」(以下､予備試験)は、旧司法試験(18

年～23 年まで新司法試験と並行実施)の廃止に伴い、23 年から実施されている。 

予備試験は、経済的事情や既に実社会で十分な法律に関する実務を積んでいるなどの理

由により法科大学院を経由しない者にも法曹資格を取得する道を開くために設けられた、

いわば法科大学院の“例外的ルート”に当たる。 

予備試験は、短答式試験(5 月)／論文式試験(7 月)／口述試験(10 月)の 3 段階で行われ、

最終合格発表は 11 月上旬。予備試験合格者は、法科大学院修了者と同等の資格で翌年から

司法試験の受験が可能で、受験回数等も次のように法科大学院修了者と同様の扱いである。 

◆ 司法試験の受験回数等 

法科大学院修了もしくは予備試験合格後、最初の 4 月 1 日から 5 年の期間内は司法試験

を毎回受験することができる(改正司法試験法：26 年 10 月 1 日施行)。 

○ 導入４年目の「予備試験」出願者数・受験者数、いずれも初の法科大学院超え! 

23 年に実施された第 1 回目の予備試験は、出願者数 8,971 人／ 受験者数 6,477 人(最初

の短答式試験。以下、同)／最終合格者数 116 人で、合格率(最終合格者数÷短答式受験者

数。以下、同)“1.8％”と、旧司法試験の合格率(17 年までの単独実施時の合格率は 2～3％

台)よりも厳しい“超難関”試験であった。 

24年実施の第2回予備試験は、出願者数9,118人(前年比1.6％増)／ 受験者数7,183人(同

10.9％増)／最終合格者数 219 人(同 88.8％増)で、合格率は 23 年より 1.2 ポイントアップ

の 3.0％に伸びた。 

第 3 回目の 25 年予備試験は、出願者数 1 万 1,255 人(同 23.4％増)／受験者数 9,224 人(同

28.4％増)／最終合格者数 351 人(同 60.3％増)で、合格率は 24 年より 0.8 ポイントアップ

の 3.8％。出願者数は初の 1 万人の大台に乗り、25 年度法科大学院の志願者数 1 万 3,924

人に迫る勢いであった。 

導入 4 年目に当たる 26 年予備試験の出願者数は 25 年より 1,367 人､12.1％増の 1 万

2,622 人／受験者数は 25 年より 1,123 人、12.2％増の 1 万 347 人で、いずれも 26 年度法

科大学院の志願者数 1 万 1,450 人と受験者数 1 万 267 人を初めて上回った。(図 6参照) 

＜「予備試験」受験者・合格者の実相＞ 

〇 法科大学院「適性試験」受験者“減少”／「予備試験」受験者“増加” 

法科大学院の志願者は、法学既修・未修に関わらず、「法科大学院全国統一適性試験」(適

性試験)を受験しなければならない。出題内容は論理的判断力、分析的判断力、長文読解力、

表現力の 4 部構成で、法科大学院入試の出願時に試験成績を提出する。 

各法科大学院では適性試験の統一的な入学最低基準点について、中教審の法科特別委の

『21年改善方策』(21年4月)の提言を受け、22年度以降は適性試験の総受験者の“下位15％

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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程度”に該当する受験者層の成績を目安として設定しているようである。 

この適性試験の実受験者数(適性試験は年 2回受験可能)と予備試験の受験者数の推移は、

次のようになっている。 

・「適性試験」実受験者数：23 年 7,249 人 → 24 年 5,967 人(前年比 17.7％減) → 25 年

4,945 人(同 17.1％減)／・「予備試験」受験者数：23 年 6,477 人 → 24 年 7,183 人(前年比

10.9％増) → 25 年 9,224 人(同 28.4％増)  → 26 年 1 万 347 人(同 12.2％増) 

適性試験の実受験者数は“減少”傾向、予備試験の受験者数は“増加”傾向にある。 

また、予備試験の受験者増は、「学部在学中」と「法科大学院在学中」(いずれも、出願

時。以下、同)の学生受験者によるものであることが目立つ。(図 6・図 7参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「予備試験」受験者・合格者の内訳の推移 

◆ 受験者数：学部生・法科大学院生の割合が“増加”傾向 

予備試験の受験者の内訳をみると、「学部在学中」と「法科大学院在学中」の全合格者数

に占める割合が 23 年 22.1％ → 24 年 30.8％ → 25 年 43.1％と、“増加”傾向にある。 

また、学部生に比べ、法科大学院生の増加率の伸びが目立つ。(図 7参照) 

◆ 合格者数：学部生の割合、“ほぼ一定”。法科大学院生は“増加”傾向 

予備試験の合格者の内訳をみると、「学部在学中」の割合は全合格者数の 30％台前半で

推移しているのに対し、「法科大学院在学中」の割合は 23 年 5.2％ → 24 年 27.9％ → 25

年 46.7％と、急激に増加している。(図 8参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,9455,967

7,249

10,347
9,224

7,183

6,477

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

23年 24年 25年 26年

適性試験
実受験者数

予備試験
受験者数

(人）

(注．文科省・法務省資料を基に作成）

●適性試験　VS.　予備試験　受験者数の推移

 

●「予備試験」受験者・合格者の内訳の推移
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(図 6) (図 7) 

(図 8) 
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〇 25 年「予備試験」合格者の実態 

25 年の予備試験の合格者数は 351 人であるが、そのうち、予備試験の出願時に「学部在

学中」であった者は 107 人、「法科大学院在学中」の者は 164 人であった。 

◆ 出願時、学部生の合格者 107 人の“約８割”が上位５校に集中 

予備試験の出願時に学部生であった合格者 107 人の所属大学をみると、東京大 41 人(合

格者数 107人に占める割合 38.3％)／中央大 19人(同 17.8％)／慶應義塾大 18人(同 16.8％)

／一橋大 6 人(同 5.6％)／京都大 5 人(同 4.7％)／その他＜12 校＞18 人(同 16.8％)となって

おり、合格者数の 83.2％が上位 5 校で占められている。(図 9参照) 

◆ 出願時、法科大学院生の合格者 164 人の“約７割”が上位５校に集中 

予備試験の出願時に法科大学院生であった合格者 164 人の所属大学をみると、東京大 43

人(合格者数 164 人に占める割合 26.2％)／慶應義塾大 29 人(同 17.7％)／中央大 15 人(同

9.1％)／一橋大 13 人(同 7.9％)／京都大 12 人(同 7.3％)／その他＜25 校＞52 人(同 31.7％)

で、合格者数の 68.2％が上位 5 校の法科大学院に集中している。（図 10参照） 

ところで、在学中に予備試験に合格した学部生と法科大学院生が所属する大学をみると、

学部生、法科大学院生それぞれの合格者数上位 5 校の顔ぶれは同じであり、合格者数の順

位も一部を除きそれぞれ同じである。(図 9・図 10参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜予備試験に関する意見等＞ 

ここまで、法科大学院の入試状況と予備試験の実施状況を中心に、その実態をみてきた。 

ここでは、予備試験が法科大学院教育に与えている影響や予備試験に関する法科大学院

生の意見などをみてみる。(中教審法科特別委：第 61 回＜26 年 5 月＞配付資料より) 

〇 法科大学院教育等に与える影響 

文科省は全ての法科大学院(73 校)を対象に、予備試験を利用して法曹を目指す学生の動

向等についてのアンケート調査を実施した。 

以下に、その主な回答結果の概要をまとめた。 

●出願時、学部生の「予備試験｣
合格者の所属大学の分布

その他(12
校)16.8 %
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校)31.7 %
(52人）
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7.3%

(12人)

一橋大
7.9 %

（13人)

慶應義塾
大：17.7%
(29人）

東京大
26.2%
(43人）

法科大学
院生合格

164人

(文科省・法務省資料を基に作成）

中央大
9.1%
（15人）

●出願時、法科大学院生の「予備試験」
　　　　　合格者の所属大学の分布

(図 9) (図 10)
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● 予備試験“主流”の認識、プロセスとしての法科大学院教育“軽視”  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 幅広い教育を行う法科大学院教育の理念の実現に支障 

 

 

 
 

● 予備試験で問われる範囲と法科大学院教育の範囲との不整合 
 

 

 

● 学生の授業等に対する取組の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 法科大学院志願者の減少 

 

 

 

 

 

 

 

● 成績優秀な学生が予備試験の受験対策 

 

 

 

 

・今後、優秀な学生は予備試験合格による司法試験受験の道を選択。それに伴い、各法科大学院の入学

試験は、一部の上位校へ向かって合格者の吸い上げが加速し、閉校を余儀なくされる法科大学院が増

加し、法科大学院を取り巻く状況は激変すると考えられる。 
 

・法科大学院の学生も予備試験の受験準備を進めていることから、本来の法科大学院教育の基本となる

「プロセス」を重視する思考がなかなか身に付かず、短絡的に結論だけを求める思考様式を抜け出る

ことができない者が増加している。 

学部時代から予備試験の勉強だけをしてきた学生が法科大学院に入学することが多く、広い教養

や外国語を含めた他分野の知識、社会人としての基本的なマナー等に欠ける学生が増えている。 
 

・「予備試験で受からなかった人が行くのがロースクール」という印象が定着し、予備試験の拡大によ

って、法科大学院教育は崩壊寸前の状況にあるといっても過言ではない。 

 

・学部段階で予備試験に合格し、法科大学院に入学せず自宅学習で司法試験の準備をする者がいるよう

である。こうした優秀な学生に、（基礎法学・隣接科目も含めて）幅広く奥行きのある教育を行うと

いう法科大学院の理念の実現ができなくなる。 

 

・予備試験では基礎法学などの知識・知見をどのようにはかっているのか不明であり、同じ司法試験受

験資格を与える制度として法科大学院制度と司法試験予備試験制度はバランスを失している。 

 

・法科大学院の授業と並行して予備試験の受験準備を進めている学生が多く、本来必要な予習・復習が

疎かになっている者がみられる。このため、問題解決に至る柔軟な思考を養う対話型のソクラテス・

メソードによる授業が、十分な効果を発揮できない状況も散見される。 
 

・法科大学院では必履修とされている「基礎法学・隣接科目」「展開・先端科目」が予備試験の科目と

して置かれていないため、予備試験ルートの方が勉強すべき範囲が狭い。このことは法科大学院でも

「基礎法学・隣接科目」及び「展開・先端科目」を軽視する傾向が広まる要因となっている。 
 

・予備試験受験・合格により法科大学院を早期に退学することを目指している学生もおり、法科大学院

で準備・提供される学習への意欲が全般的に低く、法科大学院教育全体に対しても積極的に関わらな

い傾向が現れつつある。 

 

 

・最大の影響は、司法試験を目指す学生が法科大学院より予備試験の方がよいと判断して、法科大学院

への進学を目指さなくなっている。 

現在、多くの学生の意識は、まず予備試験を第一に考え、法科大学院への進学は、予備試験に合

格しなかったときか、あるいは自分で勉強することに自信が持てず法科大学院で教えてもらいたい

と考える学生に限られる傾向が出ている。そのため、減少傾向にある法科大学院の志願者数が一層

減少することになり、法科大学院の志願者確保は非常に難しくなっている。 

 

 

・予備試験が併存している関係で、法科大学院在学生の中で、とくに成績の優秀な学生を中心に、予備

試験の受験準備を行う傾向が広く認められる。 

こうした学生の準備活動は、法科大学院の教育課程が予定している学修以外の作業に時間を消費

させる結果となっており、法科大学院教育の深化を妨げている。 
 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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● 模擬試験として活用されている実態 

 

 

〇 予備試験に関する法科大学院生からの主な意見 

文科省は、日本弁護士連合会と法科大学院協会が法科大学院2年次生を対象に共同実施し

た「司法試験予備試験制度に関するアンケート調査」の結果を基に、いくつかの観点から

学生の意見を分析、取りまとめた。以下に、その主な意見を紹介する。 

● 予備試験が法科大学院の教育活動に与えている影響 

 
 
 
 
 
 
 

● 法科大学院と予備試験の関係・在り方などに対する意見 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜法科大学院教育と予備試験との関係＞ 

〇 基本的な考え方 

中教審の法科特別委は法科大学院と予備試験のそれぞれ創設理念や実態等を踏まえ、法

科大学院教育の観点から、予備試験の在り方について検討、議論し、両者に対する基本的

な考え方をおよそ次のように整理している(26年5月)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・予備試験は、法科大学院在校生にとって自分の実力を知るための方法として使われている側面がある。

 

 

・対話型の授業で、予備試験受験者の方が、授業の予習をしていないことを感じた。 
 

・予備試験の前後の時期の欠席者が多くなった。／・予備試験合格者の欠席が目立った。 
 

・授業を軽視する雰囲気がみられる、学生間の雰囲気が悪くなる。 
 

・予備試験の結果が悪く、その影響でその後の法科大学院の学修に影響が出た。 

 

 

・予備試験の存在意義が不明。制度全体として、どのような構想があるのか見出せない。 
 

・予備試験制度があるならば、そもそも法科大学院は必要ないのではないか。 
 

・法科大学院の経済的負担を考えると、予備試験が存在する意義は大きい。 
 

・予備試験の勉強と法科大学院の勉強が大きく違うため、予備試験合格者に法科大学院修了生と同じ資

格を与える制度はおかしい。 
 

・予備試験か法科大学院かのどちらかを廃止し、一本化すべき。 
 

・予備試験は、法科大学院の 3 年生にとっては模擬試験、2 年生にとっては 1 年早く司法試験に合格す

るための試験、学部生にとっては早期に合格すれば法科大学院に行かなくてすむ試験でしかない。 
予備試験の回数を重ねるごとに、「予備試験に合格しなかった人が行く法科大学院」という印象が

顕著になってきている。 
 

 

◎ 司法制度改革の理念に基づき、法科大学院がプロセスとしての法曹養成の中核的な教育機関とし

て機能するためには、自らが提供する日々の教育の更なる向上に努めるとともに、組織の見直しを

含めた抜本的な取組を進めることが急務である。 
 

◎ 個々の法科大学院の取組のみならず、現在検討されている「共通到達度確認試験」(仮称)の導入

など、法科大学院全体として大胆な改革にもいとわずに取り組むことも不可欠である。 
 

◎ 以上のことを前提に、点による選抜からプロセスとしての法曹養成へという司法制度改革の当初

の理念に立ち返り、法科大学院と予備試験との関係について、制度創設時の経緯とともに実際に運

用されはじめてからの現状の分析を踏まえつつ、検討が必要ではないか。 
 

◎ 検討に当たっては、経済的事情や実務経験を有するなどの理由により法科大学院を経由しない者

への法曹資格取得のための方策としては、例えば、奨学金制度の充実など、予備試験以外の方策で

対応することもありうるのではないかとの指摘もあったが、まずは、当面の予備試験の在り方につ

いて、検討を行うことが適当ではないか。 
 

◎ 予備試験の在り方については、制度的な対応による抜本的な対応策とともに、当面の予備試験の

運用の見直しによる対応策が考えられるのではないか。 
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(１）プロセスとしての法曹養成における予備試験の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 (２）法科大学院教育と予備試験の内容等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３）法科大学院教育に与える影響 

 

 

 

 

＜法科大学院 ６ 校の予備試験に関する“緊急提言”＞ 

京都大、慶應義塾大、中央大、東京大、一橋大、早稲田大(50 音順)の法科大学院の代表

６名は 26 年６月初め、連名で「司法試験予備試験制度に関する緊急の提言」を政府の法

曹養成制度改革推進会議及び法務大臣・文部科学大臣に提出した。 

提言では、法科大学院の設立趣旨やこれまでの実績、予備試験の制度趣旨に反する状況

等を述べ、予備試験制度に関して次のような方策を講じることが必要であるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜創設 10 周年、転換期を迎えた法科大学院＞ 

〇 急増する“募停” 

26 年度は法科大学院創設 10 周年の節目に当たるが、長引く低迷から脱しきれず、つい

 

● プロセスとしての法曹養成における中核的な教育機関である法科大学院を、大学院レベルの正規

の教育課程を通じ、法曹関係者も参加して将来の法曹を育てる仕組みとして機能させるためには、

試験を通じて能力判定を行う予備試験との関係やその在り方について検討していくことが望まし

いのではないか。 
 

● 予備試験の合格者数の増加は、これまで実績を挙げている法科大学院を中心に影響を与えてお

り、現在、法科大学院の改革が進捗する最中に、このまま増加し続けることには懸念があることか

ら、制度的な見直しの検討とは別に、当面の試験の在り方についても検討していくことが望ましい

のではないか。 

 

● 法科大学院における教育は、司法試験で課されている科目以外に、模擬裁判、リーガルクリニッ

クなどの法律実務基礎科目や、政治や経済といった隣接科目、外国法、先端的な法律科目まで含

めて幅広く学修している。そのため、これらのこととの関係で、予備試験の試験科目について検

討していくことが望ましいのではないか。 
 

● 法科大学院を経て法曹を目指す者は、学部教育を前提に、適性試験を受けて入学し、原則3年間

の教育課程の中でGPA等に基づき厳格な進級判定や修了認定が行われている。 

一方、予備試験では、基本的な法律科目を中心とした科目に関する試験によって判定される。 

このことが「同等」とされていることについて、検討していくことが望ましいのではないか。 

 

● 予備試験の受験者及び合格者の中に、学部在学生や法科大学院在学生といった本来プロセス養成

を経て法曹を目指すことが期待されている層が大きな割合を占めていることについて、学部教育

や法科大学院教育に与える影響や、予備試験の受験資格も含めて、その在り方を検討していくこ

とが望ましいのではないか。 

 

〇 第一に、予備試験が、法科大学院修了者と同等の学識や能力等を有するか否かを判定するにふさ

わしいものとなるよう、試験科目および出題内容・方法等について見直しを行うこと。 
 

〇 第二に、予備試験の制度趣旨に即した受験資格を設けること。 
 

〇 第三に、法科大学院教育の改善が成果を示し、また上記のような方策が検討・実施されるまでの

間、予備試験の合格者数がさらに拡大することのないよう運用されること。 
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に法科大学院の志願者数が法曹への“例外ルート”である「予備試験｣出願者数を初めて下

回ってしまった。法科大学院組織についても、統廃合を含めた募集停止が進んでおり、前

述のように 26 年度までに 7 校が既に募集停止(うち 1 校は廃止、1 校は統合)となった。 

さらに、27 年度からの募集停止が国立 5 校(新潟大／信州大／香川大＜香川大・愛媛大

連合法務研究科＞／島根大／鹿児島大)、私立 8 校(白鷗大／獨協大／大東文化大／東海大

／関東学院大／龍谷大／広島修道大／久留米大)の計 13 校で表明されている(26 年 6 月下

旬現在)。 

〇 規模の適正化：入学定員、当面“3,000 人程度”  

募集停止の急増の背景には、司法試験合格率の低迷、弁護士の就職難など法曹需要の停

滞、歯止めのかからない志願者の減少、入学定員充足率の低下、極端な入学定員割れ状態

といった現状に加え、公的支援(財政・人的支援)の見直しの強化策(後述)が挙げられる。 

文科省は中教審法科特別委の改善提言を踏まえ、法科大学院の規模の適正化、教育の質

の向上、優れた取組を行う法科大学院への支援等､さまざまな改善・充実施策を講じてきた。 

特に「規模｣の適正化については、公的支援の見直しの強化策や連合・連携、改組等を通

じて、法科大学院全体の入学定員について、当初“3,000 人程度”を目途に見直しを促進

するとしている(中教審法科特別委：26 年 3 月)。 

なお、この数値目標は､政府の法曹人口の在り方の検討結果によって見直すとされている。 

〇 公的支援の見直し：「補助金｣等の“減額・削減” 

文科省は課題を抱える法科大学院の自主的・自律的な見直しを促進するため、司法試験

合格率や競争倍率、入学定員充足率などを指標にして、公的支援の見直しを行っている。 

なお、財政支援の見直しについては、「国立大学法人運営費交付金」及び「私立大学等経

常費補助金」の法科大学院に係る項目が減額される。 

◆「補助金｣等減額対象校：第１弾＝24 年度６校、25 年度４校／第２弾＝26 年度 18 校 

財政支援見直しの第 1 弾(22 年 9 月公表)として、司法試験合格率と競争倍率の指標に該

当する法科大学院が 24 年度 6 校(私立大)、25 年度 4 校(国立 1 校、私立 3 校)に上った。 

さらに入学定員充足率を新たな指標として加えた第 2 弾(24 年 9 月公表)では、26 年度対

象校として私立 16 校、国立 2 校の計 18 校が該当している。 

◆ 第３弾：27 年度の補助金、最大“５割カット”／ 28 年度から、“全額カット”も ! 

文科省は、政府の法曹養成制度関係閣僚会議決定(25 年 7 月)を踏まえ、入学定員の適正

化を含む抜本的な組織見直しを加速するために、見直しの第 3 弾として、次のような「公

的支援見直しの更なる強化策」(25 年 11 月公表）を決定し、27 年度予算から適用する。 

● 公的支援見直しの更なる強化策の仕組み 

27 年度に適用される補助金等見直し強化策は、およそ次のような仕組みで実施される。 

まず、全ての法科大学院を、司法試験合格率(累積合格率、法学未修者の直近の合格率)

／直近の入学定員充足率／法学系以外の出身者や社会人の直近の入学者数・割合など多

様な「指標」に基づき、その成果(点数化)に応じて「3 類型」に分類する。 

各類型には、現在の入学定員充足状況の傾向を勘案して、「第 1 類型」＝90％／「第 2

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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類型」＝A：80％、B：70％、C：60％／「第 3 類型」＝50％といった“5 ランク”に減

額された「基礎額」が設定される。 

こうした法科大学院の財政支援上の類型化を図った上で、先導的な教育システムの構

築、教育プログラムの開発、質の高い教育提供をめざした「連合」など優れた取組の提

供を評価し、「第 1 類型」には“+5％～+20％”／「第 2 類型」(A・B・C)には“+5％～

+50％”、／第 3 類型」には“+50％～+60％”の加算率をそれぞれ措置(加算)する。 

また、28 年度以降は、「第 3 類型」の「基礎額」(50％)を“0％”まで減額した上で、

“地方校・夜間校”のみに加算額分だけの増額の可能性があるとしている。つまり、28

年度以降は、法科大学院に係る補助金等の“全額カット”もあり得る。(図 11参照) 

なお、こうした財政支援の見直しに加え、法科大学院に裁判官や検察官等の教員派遣

を行わない人的支援の見直しも講じられる。 

基礎額(50％)

＊注記　(参照)

基礎額(90％)

A：基礎額(80％)

B：基礎額(70％)

C：基礎額(60％)

●教育システム構築／●教育プログラム開発、
　就職支援／●他類型該当校支援プログラム

●教育プログラム開発、就職支援
●連合、連携

●連合、連携
　(28年度以降は、地方校・夜間校のみが対象）

28年度以降

第１
類型

第２
類型

第３
類型

＊注．基礎額も減額の上、地方校・夜間校
　　のみ加算額分だけ増額の可能性あり。

＜加算の可能性がある取組例＞

●27年度　公的支援の見直しの更なる強化策の仕組み　(イメージ図)

（文科省資料を基に作成）

・加算額の算定には競争倍率を勘案し、額に反映。

 

＜法曹養成の理念に立ち返った改善策を !＞ 

予備試験は前述したように、既に創設理念とかけ離れた法曹への“ショートカット”(時

間的・経済的)として利用され、その出願者数は法科大学院の志願者数を超えている。 

また、全法科大学院の 2 年次生の約 4 割近くが司法試験に向けた“実力把握”のためな

どから予備試験を受験しているという。 

こうした中、文科省は法科大学院教育の改善・充実に向け、公的支援見直しの更なる強

化策を通じた組織見直しの促進、入学定員の適正化などとともに、学生の進級時に実施す

る「共通到達度確認試験」(仮称）導入の検討や法学未修者教育の充実促進等を進めている。 

他方、政府の法曹養成制度改革推進会議は、文科省の公的支援の見直し強化策等による

法科大学院の組織見直しの進展状況を見つつ、27 年 7 月までに組織見直しの“法的措置”

の具体的な制度の在り方について結論を出すとしている。 

また、予備試験の在り方についても 27 年 7 月までに結論を得るとしている。 

 いずれにしろ、法科大学院創設 10 周年を迎えて様々な課題が山積する中、次のステッ

プに向けて司法制度改革の趣旨と法科大学院創設の理念を基本に据えた法曹養成の大胆な

改善・充実策が求められる。特に、法科大学院と予備試験については、司法試験の受験資

格において“表裏一体”の関係になっている現状をどう捉えるかがポイントになろう。 

 (2014．07．大塚) 

(図 11) 
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